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2022年
3,772,029

(対前年比▲4,257)



（年度）















１ 『信頼ある行政運営』『責任ある行政運営』の推進に向けて、
「行政運営の基本方針」の「３つの重点」を設定

２ 横浜市役所・職員が、「行政運営の基本方針」を進めていくうえでの
基本姿勢として「３つの視点」を設定
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基本姿勢

innovation!!

























2022年
3,772,029

(対前年比▲4,257)



（年度）



(億円）

2030年度 2040年度 2050年度 2060年度 2065年度

高位 ▲ 559 ▲ 984 ▲1,303 ▲1,594 ▲1,806

中位 ▲ 526 ▲ 962 ▲1,288 ▲1,571 ▲1,788

低位 ▲ 487 ▲ 929 ▲1,264 ▲1,539 ▲1,759
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積立不足額
（累計活用額）

実際に基金にある残高

（予算）（見込）

（年度）

（億円）







so-gm-inv@city.yokohama.jp

※１ 「市民意識調査」の「生活価値観」の調査において、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計値の、令和３年度と過年度の差を示したもの。
過年度は、主に平成12年度を用いているが、平成12年度に調査を行わなかった項目は、表のカッコ内の年度を用いている。
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(%)

以前のほうが強かった価値観以前より強まっている価値観
R3 58.2 56.4 73.8 81.1 57.3 63.6 40.4 47.3 22.8 59.1 19.8 24.3 25.3 30.4

H12 42.6 41.0
(H28)

58.9
(H28)

73.5 54.3
(H28)

60.7 40.0
(H29)

50.9 34.3 71.6 32.9 40.7
(H８)

43.0 50.3
(H２)

※２ 平成12年度の質問項目は「これからは結婚しない生き方も当たり前になる」であった。
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職員定数 非常勤職員等

※１ 職員定数は、横浜市職員定数条例第２条第１項各号に規定する定数の合計です。
※２ 非常勤職員数等は、会計年度任用職員（旧一般嘱託員）、消防職員の再任用短時間勤務職員及び再雇用嘱託員

（Ｈ26～Ｒ元）の合計数値です。
※３ 県費負担教職員の本市移管に伴い、平成29 年度から、教職員を職員定数に含めています。



※ 事務職のみ（大学卒程度採用試験、高校卒程度の採用試験及び社会人採用試験の合計）
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Q16. 人事考課は人材育成や能力開発に役立っている 2.41 2.41 0.00

Q17. 仕事の実績だけでなく、仕事のやり方・姿勢も評価さ

      れている
2.65 2.65 0.00

Q18. 人事考課の結果は、適正に昇任や昇給に反映されて

      いる
2.49 2.51 ▲ 0.02

Q19. 人事給与制度は、意欲ややる気に応えるものとなって

      いる
2.31 2.32 ▲ 0.01

Q20. 人事異動は自分のキャリア形成（適性開発・能力活用）

      につながっている
2.60 2.59 0.01
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Q21. 仕事と生活の両方が充実し、バランスが取れている 2.86 2.84 0.02

Q22. 現在の実労働時間は適切である 2.93 2.90 0.03

Q23. あなたの職場は休暇を取得しやすい環境である 3.07 3.01 0.06

Q24. 職場のオフィス環境（施設・設備面）はよい 2.60 2.40 0.20
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Q26. 仕事の進め方や仕事そのものの見直しにより、業務の

      効率化が図られている
2.43 2.42 0.01

Q27. 業務の効率化に向けて、ＩＴの活用が進んでいる 2.19 2.30 ▲ 0.11

Q28. あなたの職場には無駄な仕事・手続きがある （注） 2.25 2.28 ▲ 0.03

Q29. あなたの職場では事業・業務のコストを意識して行動

      している
2.59 2.63 ▲ 0.04
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（件）

102
108 102 104 105

116
110 111

159

88

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R R2 R3 R4

効果額 件数（億円）



※ 協働事業とは、市民等と本市が協働の６原則（横浜市市民協働条例
第８条に規定）に則って取り組んだ事業のことをいいます。
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